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緒言

　高齢者の転倒は，大腿骨頚部骨折などの重篤な傷害を引
き起こす可能性があるため１），寝たきりなどの要介護状態
に陥らせる一因となっている２）。また，転倒は外傷の有無
に関わらず，高齢者の自信喪失や歩行時の不安，転倒恐怖
などを増強し，ひいては生活全般の活動性を低下させる転
倒後症候群（post-fall syndrome）を引き起こす可能性があ
るとの報告もなされている３）。このように高齢者の転倒は
身体的な面のみならず，心理的な面においても悪影響を及
ぼすことが知られており，その予防は高齢者の生活の質
（quality of life：QOL）を維持するうえで重要な課題とな
っている。
　こうした背景のもと，効果的な転倒予防活動を推進して
いくための必要な情報を得るために，転倒の危険因子につ
いてこれまで数多くの研究報告がなされている。諸外国の
報告からは，転倒の危険因子として，身体的要因を主とす
る内的要因（intrinsic factors）と生活環境的要因を主とす
る外的要因（extrinsic factors）が明らかにされている４）。
転倒の内的要因として，知的機能の低下，下肢筋力の低下，
下肢の障害，バランス障害，ADL・IADL の低下，向精神
薬の服用，起立性・食後の低血圧，めまい，転倒歴などが
考えられている４）５）。また，転倒の外的要因としては，通
路の障害物，滑りやすい床，固定されていない敷物，不十

分な照明の明るさ，手すりが備え付けられていないなどが
主要な要因として考えられている６）-８）。
　しかし，わが国における転倒予防に関する研究は，転倒
の内的要因に関する研究が主であり，外的要因に関する研
究はあまりなされていない。最近10年間（2000年～2010年）
にわが国の医学，看護学および関連分野の学術雑誌に掲載
された高齢者の居住環境に関する研究は246件（原著論文の
み），そのうち転倒に関する研究は41件あるが，そのほとん
どは住環境に対する介入の事例報告であり，住環境と転倒
との関連を検討した報告は数件しか見当たらない９）10）。こ
のように，わが国においては高齢者の居住環境と転倒の関
連についての研究の蓄積が乏しいのが現状である。
　欧米における先行研究では，住環境での危険個所を明ら
かにし，住宅改修を行うプログラムを実施した場合，１年
間における転倒発生率が低下したこと，特に，過去に転倒
経験がある者においてその効果が高かったとの報告があ
る11）。したがって，わが国においても転倒の内的要因のみ
ならず，外的要因，すなわち，住環境をアセスメントし，
ADL 能力など，高齢者の状態に即した在宅環境を整備す
ることは転倒予防につながることが期待される。そこで本
研究では，介護予防プログラム参加者を対象に転倒の住環
境リスク要因をアセスメントし，その転倒経験との関連を
横断調査により明らかにすることを目的とした。
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　本研究の目的は，高齢者の住環境におけるリスク要因をアセスメントし，その転倒との関連を横断調査によ
り明らかにすることとした。地域密着型介護予防活動として実施している介護予防プログラム「サテライト・
デイ」登録者95名に対して自記式質問紙調査を実施した。調査内容は対象者の基本的属性に加えて，最近１年
間の転倒経験，居宅の築年数，生活機能，住環境リスク要因に関する項目とした。住環境リスク要因は，既存
の転倒リスクアセスメントツールを参考に，独自に作成した26項目で測定した。本調査・分析を通じて，対象
者全体の８割以上が「浴室」「階段・段差」「玄関・家屋周辺」に関して１つ以上のリスクを抱えていること，
転倒経験との関連が示唆された領域は「照明」「家具・調度品」「階段・段差」であることが明らかとなった（φ
係数0.22～0.27）。以上より，転倒予防には住環境，とりわけ前記領域の環境改善に向けた対象者への情報提供
や動機づけ支援の必要性が示唆された。
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方法

１. 対象地域の概要
　Ａ市は岡山県の北部に位置し，総面積は793.27㎞で県内
第２位の広さである。全域が中国山地の脊梁地帯に属する
ため，総体的に起伏の多い中山間地帯である。人口は35,136
名，うち65歳以上人口は11,849名（高齢化率33.7％；平成
19年10月現在）であり，県下第８位である。人口の減少に
よる過疎化と高齢化が年々進んでいる状況である。

２. 研究対象および方法
　筆者らは岡山県Ａ市において，山間過疎地域に居住する
高齢者の問題として生じやすい転倒骨折を予防するため
に，地域密着型介護予防活動の一環として介護予防プログ
ラム「サテライト・デイ」を実施している12）。本研究では
同プログラム登録者95名のうち，調査協力が得られた95名
を対象に自記式質問紙による配票調査を実施した。調査票
は同プログラムの協力組織である老人クラブの協力を得て
各対象者へ配布し，後日，郵送により回収した。調査期間
は2010年３月17日～４月10日までの約１ヶ月間であった。
　調査内容は，対象者の基本的属性（性，年齢），居住形
態，現住居の築年数，最近１年間の転倒経験，高次生活機
能，視覚・聴覚障害の有無，服薬状況，住環境リスク要因
に関する項目とした。
　最近１年間の転倒経験については，「最近１年間に転んだ
ことがありましたか」という質問に対して，「まったくなか
った」「転びそうになったことはある」「１回あった」「２回
以上あった」の４件法で回答を求めた。
　高次生活機能の測定には老研式活動能力指標（TMIG 
Index of Competence）13）を用いた。この尺度は Lawton の
活動能力の体系に依拠して，ADL の測定ではとらえられ
ない高次の生活能力を評価するために開発されたものであ
り，「手段的自立」「知的能動性（状況対応の語を内容に即
して改変）」「社会的役割」の３つの活動能力を測定する13
項目からなる。この尺度は「手段的自立（Instrumental 
Activities of Daily Living：IADL）」より上位の水準の活動
能力，とりわけ「社会的役割」の水準を含むことから，在
宅老人の生活機能の評価に適したものと考えられてい
る13）。各項目に対する回答は「はい」「いいえ」の２件法で
求め，得点化の際には「はい」という回答に１点，「いい
え」という回答に０点を与え，単純に加算して合計得点を
算出した。したがって，得点が高いほど，生活機能が高い
ことを意味している。
　転倒に関連する住環境リスク要因を把握するため，Fall 
Risk for Older People-Community setting (FROP-Com)７）, 
Home Falls and Accidents Screening Tool (HOME 
FAST)14）や Westmead Home Safety Assessment 
(WeHSA)15），近藤ら（2007）による生活に関するアンケー
ト16）を参考に，日本の社会・文化的文脈に適合するように
転倒の住環境リスク要因を測定するための24項目からなる

項目群を用意した。これら項目群は８領域，すなわち「床・
廊下」「椅子・寝具」「照明」「トイレ」「浴室」「家具・調度
品」「階段・段差」「玄関・家屋周辺」をそれぞれ反映した
内容となっている。調査票上の教示文は「家屋内または周
囲の状況についてお答えください」とし，各項目に対する
回答は「はい」「いいえ」の２つの選択肢から求めた。転倒
への住環境リスクが高いほど得点が高くなるように，得点
化の際には転倒リスクを高めるような項目では「はい」に
１点，「いいえ」に０点，転倒リスクを低めるような項目で
は「いいえ」に１点，「はい」に０点をそれぞれ配点した。
したがって，この得点が高いほど，転倒リスクが高い住環
境であることを示している。得点化の際には，領域ごとに
回答を単純加算し合計得点を求めた。

５. 分析方法
　標本サイズが小さくなることを避けるために，分析の際
にはペアワイズ法による欠損値処理を施した。これは変数
毎あるいは変数対毎に利用できるデータ（有効ケース）を
用いて分析する方法である。したがって，分析に用いる変
数や変数対によって標本サイズ（ケースの総数）は異って
いる。また，住環境リスク要因と転倒経験の関連はχ２検定
および Fisher の正確確率検定（期待度数５未満のセルの
総セルに占める割合が20％以上である場合）により検討し
た。なお，通常，有意水準としてｐ＜.05が用いられている
が，本研究では標本サイズが小さいため，ｐ＜.05を採用す
ると第２種の過誤が生じるおそれがある。そのため，本研
究ではｐ＜.10の場合には，傾向差がみられるということで
結果および考察において言及している。また，同様の理由
により，効果サイズ（effect size）の指標としてφ係数を算
出し，検定結果と併せて結果および考察で言及している。
一般に，φ係数は0.1以上0.3未満であれば弱い関連，0.3以
上0.5未満であれば中等度の関連，0.5以上であれば強い関
連があることを示している17）。以上の統計解析には，統計
ソフト SPSS16.0J を用いた。

６. 倫理的配慮
　対象者へは調査時に口頭および書面にて本研究の趣旨，
調査への参加は対象者の自由意志に委ねられること，プラ
イバシーの確保，得られたデータは目的外使用しないこと
等について約束・説明した。なお，本研究は新見公立大学
研究倫理委員会の承認を得て実施された。

結果

１. 対象者の概要
　調査票を配布した95名のうち，70名から回答が得られた
（回収率73.6％）。対象者の属性および特性は表１に示すと
おりであった。対象者の性別構成は男性16名（32.7％），女
性33名（67.3％）であった。対象者の平均年齢は77.6歳（標
準偏差5.41），年齢別階級構成は60歳代が４名（8.2％），70
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歳代が27名（55.1％），80歳代以上が18名（36.7％）であっ
た。現住居の築年数が「20年以上」の者は対象者全体の
85.7％を占めていた。対象者の生活機能を老研式活動能力
指標（TMIG）により評価したところ，平均値は12.25点
（標準偏差2.46），最小値は４点，最大値は18点であった。

２. 最近１年間の転倒状況
　対象者における最近１年間の転倒経験率を表２に示し

た。最近１年間で転倒経験が「２回以上あった」者の割合
は33.9％，「１回あった」者の割合は０％であった。また，
転倒経験は「まったくないが，転倒しそうになったことが
ある」者の割合は25.8％であった。　

３. 住環境リスク要因の保有状況　
　本対象者における住環境リスク要因の保有状況を表３お
よび表４に示した。住環境リスク要因について，あらかじ
め想定した８領域の合計得点を算出したところ，１点以上
を示した者の割合が相対的に高かった上位３領域は「玄
関・家屋周辺」94.0％，「浴室」89.7％，「階段・段差」
85.7％であった。一方，１点以上を示した者の割合が相対
的に低かった下位３領域は「照明」6.8％，「家具・調度品」
25.0％，「床・廊下」26.3％であった。

４. 住環境リスク要因と転倒経験の関連
　χ２検定および Fisher の正確確率検定により，住環境リ
スクと最近１年間の転倒経験（転倒しそうになった，また

表２　最近１年間の転倒経験

表１　対象者の属性等の分布

表３　住環境リスク要因に関する各項目の回答分布
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は転倒したことがある）との関連を検討した（表５）。住環
境リスク要因のうち，弱いながらも転倒経験との関連が示
唆された領域は「照明」「家具・調度品」「階段・段差」で
あり，φ係数は0.22～0.27の範囲であった。このうち，「家
具・調度品」「階段・段差」については 10％有意水準
（ｐ＜.10）で傾向差が認められ，リスクを保有している者
ほど，転倒した，または転倒しそうになったと回答する傾
向がみられた。　

考察

　本研究の対象者はいずれも高齢者であり，今後の身体機
能の低下は不可避であると考えられる。一般に，高齢者の
転倒予防を目的とした介入では，筋力増強やバランスとレ
ーニングにより，老化に伴う筋力，バランス能力，歩行能
力の改善を目指すものが多い。しかしながら，こうした運
動介入を虚弱な高齢者に対して適用することはしばしば困
難であると考えられる。したがって，運動介入のみならず，
住宅改修等，住環境整備のための情報提供なども転倒予防
を目的とした介入に組み入れていくことが必要である。そ
こで本研究では，高齢者の住環境におけるリスク要因をア

セスメントし，その転倒経験との関連を横断調査により明
らかにすることを目的とした。
　本調査の結果，最近１年間で転倒経験がある者はおよそ
３割，転倒しそうになった者も含めるとその割合はおよそ
５割にも及んでいた。調査地域や対象者，データの収集方
法が異なるため，単純に比較することはできないが，本研
究の対象者における転倒経験率は，地域高齢者を対象とし
た従来の報告（約１割弱～２割）18）19）と比べやや高かった。
本研究の対象者は心身の健康について何らかの問題や不安
を抱えている介護予防プログラム参加者であることから，
健康な高齢者を含む地域高齢者よりも転倒経験率が高いの
は当然の結果といえる。また，転倒している者はいずれも
複数回（２回以上）転倒していることが明らかとなった。
従来の研究においても「転倒歴」は転倒発生との関連が一
貫して報告されている因子であり４）５），１度転倒した高齢
者は再び転倒する危険性が高いと考えられる。このことか
ら，転倒経験のない高齢者の転倒はもちろん，転倒経験の
ある高齢者の再転倒を予防するためにも，継続的なアセス
メントと介入を実施する必要があるといえる。
　次いで，本調査・分析を通じて，本研究の対象となった
高齢者の８割以上が「玄関・家屋周辺」「浴室」「階段・段
差」に関して１つ以上のリスクを保有していることが明ら
かとなった。「玄関・家屋周辺」については，居住地域にお
ける起伏が多いといった地理的条件を反映していると考え
られる。「浴室」「階段・段差」については，日本古来の住
環境の特徴や高齢者の住環境に対する問題意識の低さも反
映していると考えられる。日本の住宅では玄関の敷居や上
りがまち，和洋室間，浴室や洗面・脱衣室など，それぞれ
に理由や意味の異なる多くの段差が点在しているが，高齢
者の中には，長年，慣れ親しんだ住環境であるためか，そ
こでの転倒の危険性を過小評価したり，抵抗感から住宅改

表５　住環境リスク要因の保有状況と転倒経験の関連

表４　住環境リスク要因の領域別保有状況
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修等を拒んだりする者も少なくない20）。そうした高齢者は
転倒経験があったとしても住宅改修等の対応はせずに，自
身の動作の工夫で対応する傾向があることが報告されてい
る21）。しかし，高齢者，とりわけ後期高齢者の今後の身体
機能の低下は不可避であり，安定した歩行や姿勢の保持，
バランスを崩したときの姿勢の修正などは一層困難になる
と考えられる。したがって，中・長期的な視点に立てば，
高齢者自身の動作の工夫に頼るのではなく，住宅改修等に
より住環境を改善していくことのほうが転倒の発生防止に
有効である可能性がある。
　また，本研究では住環境に関する８領域を取り上げ，そ
れらが転倒経験とどの程度関連しているかを検討した。そ
の結果，弱いながらも転倒経験との関連が示唆された領域
は「照明」「家具・調度品」「階段・段差」であった。先行
研究によれば，自宅内転倒者の転倒理由として「自宅の段
差」が最も多いこと９），歩行の妨げになる家具がある９），
屋内に段差がある10）と回答した者は非転倒群よりも転倒群
に多いことが報告されている。本研究の結果はこれらの報
告と一致しており，転倒発生は高齢者が一日の大半を過ご
すことが多い居間や台所などでも起こりやすいとする従来
の指摘９）を裏付けるものであった。このように小規模かつ
限定的な標本に基づく結果ではあるが，本研究において転
倒のリスクを高める住環境が明らかにできたことは，今後
の介入において重視すべき領域が明確になったという点で
意義のある成果といえる。今後，本研究の対象者に対して
は，転倒経験との関連性が示唆された上記３領域の環境改
善のための情報提供や動機づけ支援を実施していくことが
求められる。また，それと併行して，住環境の改善による
転倒予防を目的とした介入研究を実施し，実効性のある転
倒予防プログラムの開発に資するエビデンスを蓄積してい
くことが期待される。
　最後に，本研究の限界と課題について述べる。第１に，
本研究では自記式質問紙調査により回答を収集したが，こ
れにより，住環境についての精確な情報が得られなかった
可能性がある。一般に，自己報告は客観的測定よりも過少
に評価されがちである。したがって，リスク保有者を精確
に把握するためにも，今後は訪問観察等により，住環境に
関する客観的な情報の収集も必要である。第２に，本研究
は横断調査であることが挙げられる。住環境と転倒経験は
同一時点で測定されているため，住環境と転倒経験の関連
性を因果関係として捉えることには限界がある。この点を
克服していくためには，コホート研究などの前向きデザイ
ンを用いた縦断的な研究を行ない，本研究の知見を追試し
ていくことが必要である。第３に，標本バイアスが挙げら
れる。調査対象者の選定にあたっては，サテライト・デイ
に参加し，自記式質問紙による回答が可能な高齢者に限定
したことから，本研究の結果の一般化には限界がある。最
後に，標本サイズが小さいために，分析にあたっては２変
量を用いた分析しか実施できなかったことが挙げられる。
高齢者における住環境リスク要因と転倒発生の関連は，高

齢者の心身の健康状態等によって異なる可能性がある。住
環境による転倒発生の機序を理解し，予防に役立てるため
に，今後は標本サイズを大きくし，高齢者の健康状態等を
考慮したうえで，住環境と転倒との関連を検討していく必
要がある。

結論

　本調査・分析を通じて，対象者全体の８割以上が「玄関・
家屋周辺」「浴室」「階段・段差」に関して１つ以上のリス
クを抱えていること，転倒経験との関連が示唆された領域
は「照明」「家具・調度品」「階段・段差」であることが明
らかとなった。以上より，転倒予防には住環境，とりわけ
前記領域の環境改善に向けた対象者への情報提供や動機づ
け支援が必要である可能性が示唆された。
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Home Environmental Risk Factors for Fall among Older Adults: 
A Pilot Survey of Health-Care Program Participantss

Yuki YAJIMA, Kaori KINOSHITA, Tomoe UMAMOTO, Sachiko KOJO

Department of Nursing, Niimi College, 1263-2 Nishigata, Niimi, Okayama 718-8585, Japan

Summary
The purpose of the study was to assess home environmental risk factors for fall and its relation to a fall experience among older adults 

in Japan. Self-administered questionnaires were given to 95 registered members of a satellite day program for community-dwelling older 
adults. The questionnaire items included sociodemographic, home environmental risk factors for fall, and fall experience in the previous 
12 months. Home environmental risk factors for fall were assessed using 26 items originally developed to represent nine dimensions of 
living environment in Japan. The results of this study demonstrated most of the respondents (over 80%) reported one or more risks for fall 
in bathroom, stairs/steps, and entrance/ around house. In addition, the chi-square test and the Fisher’s exact test showed weak but 
significant associations between near-fall/ fall experience and lightning, furniture, and stairs/steps (phi = 0.22-0.27). These findings suggest 
the need to providing them with the information to improve their living environments for fall prevention.

Key words: elderly, fall, living environment


